
県における相談対応のスキームについて 
 

（１）事業者等による差別に関する相談（条例第１０条に基づく相談） 

※相談窓口：県民を対象とした既存の相談窓口すべて 
（県のホームページに掲載） 

 

 

○相談事案への対応は、一義的には相談を受付

けた窓口が行う。 

 

 

○相談があった場合、よく事情を聞き対応する。 

 対応が完了した場合は障害福祉課へ報告す

る。 

 

 

 

 

 

○自ら対応が困難な場合は、相談者によく説明

し、他の適切な機関（当該事業者に監督権限を

有する行政機関等）に確実につなぐ。 

 

 

 

○引継ぎを受けた機関は、事案への対応を図る。 

 

 

○対応が完了した場合は障害福祉課へ報告す

る。 

（対応に時間を要する場合（受付けてから概ね

１ヶ月を超える場合）については、継続対応と

して障害福祉課へ報告する。） 

 

 

 

 

 

 

※事業者に差別の禁止が義務付けされるのは、 

平成 28年 4月 1日からとなる。 
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（２）県の機関（知事の事務部局）の職員による差別に関する相談 

（職員対応要領第 7条に基づく相談） 

※相談窓口：健康福祉部障害福祉課、各部局主管課、各地方機関、 

総務部人事局人事課（県のホームページに掲載） 

 

 

○相談事案への対応は、一義的には相談を受付

けた窓口が行う。 

 

 

 

 

○相談があった場合は、よく事情を聞き対応す

る。 

 

○事実確認を行い主管課へ報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

○主管課は、必要があると認めるときは、対象

所属と協議の上、速やかに是正措置及び再発防

止策等を採る。 

また、必要に応じて相談者へその旨を報告す

る。 

 

 

 

 

 

○対応を完了（決定）した後、主管課は障害福祉

課へ報告する。 
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